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（１）地球の気温の変化
地球には，その誕生以来，氷河時代がいくたびかおと
ずれている。氷河時代は古い方から順に，ギュンツ氷期
(約１００万年前)，ミンデル氷期（約50万年前)，リス
氷期（約１０万年前)，ヴエルム氷期（約５万～現在）と
名づけられている。ヴェルム氷期には，海面は現在より
７０～８０ｍ低下していた時期もあった2)。
一般に氷河時代というと，最も近い時代，今から２００
万年ほど前から現在に至るまでの第四紀をさすことが多
い。第四紀は哺乳類の時代であるとともに氷河時代でも
ある。
現在は間氷期で，氷河は南北両極と高山地帯のみに存
在している。この氷河時代の間氷期は今から１万’千年
程前から始まった。この1万年あまりの間は陸海域の分
布や気候,生物界等にそれほど大きな変化は見られない。
地球の気温はヴェルム氷期で現在より５℃程度低い時
期があり,３万年前頃の最終氷期(２万年～１万９千年前）
１．はじめに
下水道は都市環境を衛生的におよび公共用水域の水質
保全を保つための社会基盤施設である。一方，地球温暖
化の原因物質である温室効果ガス（GHG：Greenhouse
Gases)を排出している(2004年度で7.0×106tCO2換算)。
下水道は日本のＧＨＧ総排出量のうちの約0.5％（2004
年度）を占めている。また，下水道からのＧＨＧの排出
量は1990年から2004年の間に約５４％増加しており，
下水処理量の伸び率36％を上回っている。特に，汚泥
焼却に伴うＮ２０の排出量が約９４％増加している')。
本論文は，文献調査をもとに，下水道からのＧＨＧ排
出状況と，特に汚泥処理におけるＧＨＧ排出削減の方法
について述べたものである。
２．地球温暖化とは
地球温暖化とは，人類の活動によってＧＨＧが大気
中に排出され，大気中のＧＨＧ濃度が増加し，地表面
温度が上昇する現象である。ここで，ＧＨＧとは，「京
都議定書」によると，表１に示すような６種類の物質
である。これらの物質は，人類の生産活動や日常生活
から発生している。すなわち，地球温暖化で被害を受
ける人々は，その原因者でもあり，原因者と被害者が
明確に分けられた１９５０年代の日本の公害問題とは根
本的に異なる。
表１廃棄物から発生する温室効果ガスの地球温暖化係数
地球温暖化係数
地球温暖化係数とは、直接影響および非直接影響の双方を含め
たものである。直接影響とは該当するガス自身のもの、非直接影響とは該当するガスが他の温室効果ガスの生成に関与するこ
とを指す。なお、メタンについては二酸化炭素への返還分は含
めていない.。
藤国士舘大学理工学部都市ランドスケープ学系
教授，工学博士，技術士（上下水道部門）
温室効果ガス 温Ｉ闘上
二酸化炭素〔、
メタンＣＨ
２
４
一酸化二窒素Ｎ2０
ハイドロフルオロカーボンＨＦｑ
パーフルオロカーボンＰＦａ
6フツ化硫黄SＦ６
１
2１
310
150～1１７００
６５００～９２００
四９００
地球温暖化対策における下水道の役割 Ｈ
あたかも5000年前から文明が始ま ったように見たが，
える。●●｡■
１
０
Ⅲ
２
３
４
５
石
Ｉ
Ｃ。）蝿順罫汁醗裂
十1０
憧 赤道西風が南下するこ大河は世界中に数多くあるが，921『、-： ロ とによって乾燥化した地域にある大河は， ナイル111,チ、.･･Ｆグ -10
●
Ｆ
灘鍔ｻﾗﾀﾞ／ グリス・ユーフラテス川，インダス111，黄河であるく
（日）扣匝恒腱
０
０
０
２
３
４
インダス文明が滅びたのは３５００年前，黄河のほとり東京湾沿岸の海面高さ
の仰詔・竜111（ぎようしよう・りゅうさん）文化が減人
D
ii｢］： で，商王朝ができたのも３５００年前， メソポタミアでハ
エジプトの古代文1繩 ンムラビエ朝が滅ぶのも3500年前，-50窓憲 明も事実上３２００年前Ｉ二終わっている。-60 これは，3500年前頃には，図１に示したように，世
界的な気温の低下があり，徐々に南下していた赤道西風1１１０９８７６５４３２１０
千年前
３ 1２
が急激に南下し，乾燥化が急速に進行したためと考えら
れている。例えば，インダス川のほとりでは，年間降水
量が600ｍｍあったのに，200ｍｍ以下になり，砂丘が
動き始めている。
図'１地球平均気温と海面局さの変化
交円喜憲：環境考古学事始，ｎ本放送出版協会，ｐ９７，
－部引用
1991,
結局，気温の低下により風系が変わり，降水量が変にいくぶん温暖な時期があった3J。１万200年前頃を境
化し，古代文明が滅んだことになる5)。このように，気にして，寒・暖の交代の著しかった晩氷期が終り，
が一方的に温暖化に向かった4)。
気候
温の変動は人類の生活圏にまで影響を及ぼしたこ とが分
かっている。地球温暖化は，
らす可能性がある。
これから気候の変動をもた５３千年前から現在までの地球の気温と東京湾沿岸１
1万２００年前頃かの海水面の高さの変化を図１に示す。
ら５千500年前'1Jまでの一方的な温暖化の時期でも，地
球の平均気温の上昇速度は100年間で約0.16°Ｃである。 (3)地球温暖化のメカニズム
地球の気趾変動を招く要因には， 大気中のＧＨＧの他，
対流圏エアゾルなど
上昇であるの現在の温暖化は１００年間で0.74℃の気温の
太陽エネルギーの変動，火山活動，
の変化があるとされている。
までに経験したことのない速さで気温が地球がこれで，
上昇していることになるｃ
(可視光線：地球の気温は太陽からのエネルギー入射
波長0.36～0.83/４ｍ）と地球からの赤外線によるエネル
ギー放射のバランスによって決定されている。
(2)気候の変化と文明
四つの古代文明（黄河， ンダス，メソポタミア，エ
ぼ同じくして5000年前にジプトの各文明）が時期をほぼ 地球に入射する太陽放射の可視光線はほとんど吸収さ
すなれずに大気を通過する。一方，地球はエネルギーを放射起こったのは、 5000年前頃に気候の大きな変化，
大気に含まれるＧＨＧはこ のエネルギーをわち気温が下がり始めたためである。気温の低下に伴っ しているが，
吸収し，再び放出（再放射）する性質を持っている（図て起きた風系の変化が重要な意味を持っている。風系の
2)。これにより，地表面付近は平均気温が約１４℃とい
う生物の生存が可能な気温に保たれている。それによっ
て，大気中に熱が滞留し，下層の暖まった空気が対流圏
全休にひろがる。これが地球温暖化現象である6)。
変化が起こる前は，サハラ地域から西アジア，さらに黄
河のほとりにまで降水があったが，５０００年前頃から降
収量が少なくなった。
この風系は赤道西風で，非常に湿った風系で，５０００
年以前はそれがずっと北化してきたので， サハラ地域に 大気
降水があり，新石器時代には人類がサハラ地域で活動
(タッシリ遺跡）していた。ところが，5000年前頃にな
ると，赤道画風がだんだん南下し，サハラ地域が乾燥し
サハラ地域で狩猟や農業を活た。5000年前頃までは，
発に行っていたのに，そそれが出来なくなった。〈なった。人類はサ
大河のほとりに移動
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ヘラ地域では生活が出来ないので，
した。大河のほとりにも人が住んでおり，そこに拡大す
る砂漠に追われた人間が移住してくる。そうすると，先
住民は流亡者を奴隷として使うことができる。それで，
急に大きなものや，多くものを造ることができるように
なった。7000年くらい前にもかなり高度な文明があっ 図２地球温暖化のメカニズム
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表３地球全体からのCO2の排出量と吸収量
（2000～2005年平均）
（４）温暖化の原因
人類は産業革命以降に化石燃料（石油，石炭，天然ガ
ス）をエネルギー源として使い，大量のCO2を大気中
に排出するようになった｡また，人類の生活．生産活動
の拡大とともに，CO2，CH4，Ｎ２０などのＧＨＧの排出
量が急速に増加した。このため,図３に示すように，大
気中のCO2濃度が上昇し続け，地表からの放射エネル
ギーを吸収する量が増え,地表面の気温が上昇している｡
地球温暖化の主な原因は，人類の化石燃料の消費によ
るCO2の大量排出であるが，熱帯林の伐採も大きな要
因である。泥炭層は多量の炭素を蓄えている。それが，
伐採による破壊で炭素（CO2，CH4）が大気中に放出さ
れている。熱帯林の消失速度は１１×106ha･ｙ１程度であ
る7)。国際湿地保全連合の報告書では，枯死した植物が
湿地等に堆積してできた泥炭層には，地球全体で200×
109tの炭素が蓄えられているとしている。
インドネシアでは，森林伐採による泥炭層破壊で年間
約2.0×109tのＧＨＧが放出されている。インドネシアの
GHGの排出量は化石燃料使用だけなら世界20位前後で
あるが，泥炭層からの放出量も含めれば，中国と米国に
次いで世界第三位となる｡
アブラヤシ栽培のため，ラワンなどの樹木を熱帯林か
ら伐採し，泥炭層の排水のための水路を掘る。このよう
にすると，水に浸かっていた泥炭層の材料が空気中の酸
素に触れて分解され，CO2やCH4などのＧＨＧが放出さ
れる。アブラヤシ栽培の障害となる草木を焼き払う際，
泥炭層も燃えてCO2が出る。
主に食用油や洗剤などに使われてきたパーム油はバイ
オディーゼルの燃料として需要が急増した。2008年に
は需要が約50％増えた。アブラヤシ農園は約6.07×l06
ha（2006年）と５年間で２０％も増えた8)。
地球規模では，熱帯林の破壊により年間に十数億ｔの
資料：PCC第四次調査報告書（2007）より環境省作成
環境・循環型社会白書、2008年版、ｐ38、図32-1より作成
GHG（Ｃ換算）を大気中に放出している。エネルギー
起源による化石燃料の利用により放出される炭素量より
小さいが，大気中に存在する炭素量3.5×109tに比べれ
ば必ずしも小さくない。
表２から，熱帯林が熱帯草原あるいは砂漠にまで変化
するとすれば，（1.5～2.0)×l06tCha~'程度の炭素が放出
されることになる。これに面積を掛け合わせると，年間
に十数億ｔのＣの排出となる。すなわち，これが熱帯林
の破壊によるCO2の放出である9)。
表３に地球上のＣＯ２（Ｃに換算）の排出量と自然界に
よる吸収量を示す。現在のCO2排出量は，自然界が吸
収できる量の倍以上である。
（５）平均気温の上昇
ＩＰＣＣの第四次評価報告書によると，地球全体の平均
気温上昇は，図４に示すように，1906年から2005年の
100年間で０．７４（0.56～0.92)℃であり，また，最近５０
年間の気温上昇率は１０年当り０．１３（0.10～0.16)℃で，
過去１００年間のほぼ２倍の速さとなったとしている'0)。
日本の２０世紀中の平均気温上昇は，図５に示すように，
100年間で1.07℃である。
３．下水道における温室効果ガス排出
下水道は都市域からの下水の排除のためのポンプ場，
下水を処理するための水処理施設および汚泥処理施設で
エネルギーを使っている。
下水道のＧＨＧ排出量は7.0×106ｔ（CO2換算，２００４
年度）であり，日本のＧＨＧ排出総量の0.5％を占めて
いる'1)。2003年度の処理量は137.43×108,3であるので，
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されている'3)。
表４に東京都庁の各部局のＧＨＧ排出量を示す。下水
道局は東京都庁2.14×106t(CO2に換算)の総排出量(2006
年度）のうちの４３％（CO2に換算して0.916×106t）を排
出している'4)。
大阪市での下水道事業は，市の事務事業から排出され
るＧＨＧの約１５％を占めており，廃棄物処理事業，公
共交通事業に次いで，３番目に大きな排出量である15)。
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図５日本の年平均気温平年差
注１網走，根室，寿都（スッツ)，山形，石巻，伏木（高岡市)，
長野，水戸，飯田，銚子，境，浜田，彦根，宮崎，多度津，
名瀬，石垣島の月平均気温データを使用。
注２平年差は平年値（1971～2000年の３０年平均）からの差を
示す。
環境省編：環境･循環型社会白書，2007年版，ｐ３，図１－４より
作成
（１）下水道における電力消費量
下水道は，下水の収集・処理の過程で大量のエネル
ギーを消費し，2003年度のエネルギー消費量は約1.90
×106kL(原油換算)に達している（日本の－次エネルギー
総供給量の約0.3％)。中継ポンプ場等を含めた下水道施
設全体の電力消費量は年間約7.0×109kＷｈ（2005年度）
で，日本の総電力消費量の約0.63％の電力を使用して
いる'6)。東京都下水道局の電力消費量は都内で消費され
る電力量の,％を占めている。また,下水道のエネルギー
消費のうち，電力消費が約90％を占めており，その中
で水処理施設での消費量が最も多い。次に，汚泥処理施
設も約20％を消費している（表5)'7)。
表４東京都庁の温室効果ガスの排出割合
*）CO2に換算して割合を出している
中島義成：「10年後の東京」樽想と下水道計
画、下水道協会誌、VOL45、No.545、pp29-32、
2008/0３
表５下水道施設の電力消費量の内訳
電力使用割合9ｂｐＤ・￣･人
処理水量１㎡当りに発生するＧＨＧは約0.51ｋｇとなる。
これは，1996年度の0.40ｋｇＣＯ２．ｍ~3より'2)大きくなっ
ている。
地方公共団体の事務および事業に関して，ＧＨＧの主
な発生源はごみ処理，公共交通，上下水道であり，主要
な都市では，下水道が全体の１０～２０％を占めると試算
2003年度、6.8×109ｋＷｈ
下水道新技術推進liM13：下水道資源の活
用による地球温暖化対策のあり方に関する調査（資源のみち）、図－６より作成
部局 温室効果ガス*排出割合％
下水道局
知事部局
水道局
交通局
３
０
５
２
４
３
１
１
施設名 用割合％
水処理
汚泥処理
場内ポンプ場
ポンプ場
その他
伯
加
Ｍ
ｎ
、
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表８処理水量と発生汚泥量の経年変化表６処理水量と電力消費量の経年変化
電力消費
106ｋＷｈ･ｙ－１
環境新聞、2006.1.1、下水道新技術推進機構：下水道資源の活用による地球温暖化対策、省エネルギー対策のあり方に関する調査より作成
表７水処理における温室効果ガス発生量
表９産業廃棄物発生量（411.62×106t，2003年度）
嫌気．好気法：反応槽に１槽目が嫌気槽である嫌気．好気活
性汚泥法
循環法：循環式硝化脱窒法
標準法：標準活性汚泥法
環境新聞、2005.7.20
表６に処理量と電力消費量の経年変化を示す。処理量
の増加とともに電力消費量が増えている｡下水処理量当
りを平均すると，４９Ｗ･m-3であり，従来からいわれてい
た４４Ｗ．、3処理水18)より大きな値となっている。特に，
最近の処理量当りの電力消費量が大きくなったのは，処
理水の高度化が原因と考えられる。
*）下水汚泥を除く環境省「産業廃棄物排出・処理状況報告書」より国土交通省
作成下水道新技術推進機楠：「下水道資源の活用による地球温暖化対策、省エネルギー対策のあり方に関する調査」より作成
り１５３９（乾燥）発生している。
日本全体の下水汚泥の発生量は，表９に示すように，
産業廃棄物排出量の１８％を占めており，下水処理に伴っ
て膨大な汚泥量が発生している。
2003年度の下水道施設における電力消費量を6.9×
109ｋＷｈとし，このうち汚泥処理に使われた電力消費量
の割合を２０％とすると，2003年度において汚泥処理に
使われた電力量は1.4×109ｋＷｈとなる。一方，発生汚泥
量は表８から2.138×106ｔ（乾燥）であるので，汚泥処
理に伴う電力消費量は乾燥汚泥１ｔ当り655ｋＷｈとなり，
汚泥処理に莫大な電力が使われていることになる。発
電における二酸化炭素排出原単位を0.453kgCO2kWh~’
(2005年度)'9)とすると，汚泥処理に伴う電力消費によ
るCO2が乾燥汚泥１ｔ当り約300kg発生していることに
なる。
（２）水処置施設での温室効果ガス発生
CH4は沈砂池や最初沈澱池等で発生し，反応タンクで
の曝気により大気中に放出されている。表７に各下水処
理法ごとのＧＨＧ発生量を示す。標準活性汚泥法では，
処理水１㎡あたり434.6ｍｇＣＨ４が発生するとされてい
る。一方，Ｎｐは硝化・脱窒過程で生成し,反応タンク
の曝気により大気中に放出されている。
Ｎ２０は反応タンクの硝化状態が不安定になっていると
きに，急激に生成される傾向にあり，完全硝化状態や消
化抑制状態で安定しているときは，生成されにくい傾向
を示した。不安定状態での最大排出量は420ｍｇＮ20.ｍ~３
であり，この排出濃度は汚泥焼却炉でのＮ２０排出濃度
と同じレベルの高いものである'5)。 ４．下水道からの温室効果ガス排出削減
下水道からのＧＨＧは，ポンプ場，水処理施設，汚泥
処理施設等から発生している。この中で’特に汚泥処理
施設からは，CO2とともにさらに地球温暖化係数の大き
なCH4とＮ２０が発生している。
京都議定書目標達成計画では，下水道部門で2.16×
（３）発生汚泥量と電力消費
水処理では,生活汚水等で汚れている下水の処理に
伴って汚泥が発生する。表８に処理量と発生汚泥量の経
年変化を示す｡下水汚泥は，平均すると処理量１，３当
年度 処理水量109,3
発生汚泥量
106ｔ
処理水に対する発生汚泥量の割合
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dl4検討結果
循環法 嫌気・好気法 票Ｚ虐法
流入水中ＣＨ
処理水中。’
４
４
量6,9．L-1）
量６，９．L･1）
排出dl4量(1,9.,3）
617.5
5.0
195.0
431.3
0.5
335.2
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0.0
434.6
総N20排出量と硝化状態
測定期間 硝化状態 総N20排出量(m９．，３）
高温期 抑制促進
1.8
18.3
低温期 抑制促進
14.0
55.3
産業の種類 発生量106ｔ 産業廃棄物に占める割合％
農業
建設業
下水汚泥
パルプ・紙・紙加
工品製造業
鉄鋼業
化学工業
電気・ガス・熱供
給・水道業＊
鉱業
窯業・土石製品製
造業
食料品製造業
食料・たばこ・銅
料製造業
その他の業種
刃
皿
肌
即
ち
刺
印
ね
如
皿
閉
妬
如
皿
溺
死
釦
⑲
Ⅳ
⑬
、
、
４
班
迦
咀
咽
９
７
５
４
３
３
２
１
７
地球温暖化対策における下水道の役割 1３
表１０下水汚泥のポデンシャル
現禾11用、利用方法
出典：「資源のみち委員会報告書」・清水俊昭：地球温暖化とLOTUSプロジェクト、月刊下水道、VoL31、No.８，pPl6-24、2008,表－１より作成
106tCO2･ｙ１の削減を目標としている２０)。
下水汚泥は表１０に示すように，エネルギーを持って
おり，このバイオマス（＝下水汚泥）を有効活用するこ
とによって，汚泥処理に伴って発生する地球温暖化係数
の大きなＧＨＧの発生を抑制する必要がある。表１１に
下水汚泥の発生量とリサイクル率を示す。
高いことが知られている。Ｎｐ削減のためには，フリー
ポード温度の高温化等が対策技術である。東京都等の調
査．研究によると，フリーボード温度が低い場合，Ｎ２０
への転換率が高く，温度が高くなるにつれて，転換率
がしだいに低くなる。そして，約850℃より高温では，
N２０転換率が低くなりずらくなり,ほぼ横ばいとなった。
850℃の運転で排出抑制の効果が期待できる（図６)22)。
850℃で燃焼すると，Ｎ２０の発生量が約60％減少する
ことから，焼却温度を上げることでＧＨＧ排出量の削減
を図っている都市もある23)。一方，ＧＨＧ排出量は焼却
温度800℃から850℃にすることによって９０％削減して
いる実施設の例が報告されており（2008年度焼却実績
排出量：１４４OOtCO2y1，提案排出量：１８６８ｔCO2.y~'）
850℃での焼却でＧＨＧを大幅に削減できる24)｡東京都は，
高温焼却により2009年度のＧＨＧ削減量は124000tＣＯ２
としている25)。
（１）汚泥焼却温度の高度化
下水汚泥にはＮが５％程度含まれているため，焼却
に伴って地球温暖化係数の大きなＮ２０が発生する。化
石燃料の燃焼によるＮ２０は，特に800～950℃で起こ
るが，約１３００℃以上にすると，高温気体内に存在す
る水素原子Ｈとの次の反応によりほとんど分解されて
しまう２１)。
Ｎｐ＋Ｈ→Ｎ２＋ＯＨ……（１）
下水汚泥焼却炉の中で，特に高分子凝集剤を用いて
脱水した汚泥を流動焼却炉で燃焼すると，Ｎｐ発生量が
N20排出量kgt-1DS
1４
。
◎1２ 。
０．ｏ ＯｏｏＯ◎。｡｡。。
｡。。ｅ、△。
1０
。
。 。
!;､上 Ｏ￣Qｏ６ｏ 瀧８ｏ８ｏｏ６ り削量高温焼却によ減されるＮ2０牢叱轤 。◎。 蝋４ 轤鱸鰯◎２ Ｒ》ｏｏｏｏｏｏ
０
860810８２０８３０８４０８５０
焼却温度℃
図６焼却温度と－酸化二窒素排出量
東京都下水道局：アースプラン２００４
（http:"WwwBgesuimetro・tokyOjp/osbi/infbO186,htm）
790 800
主な利用用途 潜在的利用可能量
エネルギー
利用
消化ガス
汚泥燃料
焼却j非熱
ガス発電、天然ガス自動車
の燃料、都市ガスの原料
石炭代替燃料
排熱発電、地域への熱供給
●下水汚泥（2.23×l06DSt）を全てエネル
ギー利用した場合、約1.04×l06kLに相当
●中・低温排熱の発生量は、約80×103
kLに相当
●エネルギーとしての利用
状況は約7％
●中・低温排熱は大半が未
利用
マテリアル
利用
建設資材
肥料等
レンガ、コンクリート資材
等
リン等有用成分、コンポス
ト
下水汚泥のリン含有量は、リン鉱石輸入量
の約10～2096に相当
下水汚泥発生量の約55％
下水汚泥発生量の約14％
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表１１下水汚泥の発創二量とリサイクル 3５ 2５
発電設備容量
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表７下水道パイオガス発電の実施箇所数と発電設備容量
下水道資源の活用による地球温暖化対策のあり方に関する調査
(資源のみち)，下水道新技術機構，図-13より作成
(gucusjp/result/Plan/Odf/2005bl-1-1mPdf）
＊）乾燥重量、＊*）消化槽からのバイオガスを燃料
とした発電を行っている処理場数
石井宏幸：下水汚泥の利用の'o年と今後の展望、環境新聞、2008.10.22
（２）下水汚泥のガス化26）
汚泥の消化ガス（以下,下水道バイオガスという）は，
ガスを利用している代表的なガス発電設備や天然ガス自
動車への燃料，都市ガス工場へ供給されている。
図７に下水道バイオガスを利用したガス発電を示す。
１）ガス発電設備の事例（横浜市）
横浜市北部汚泥資源化センターにおいて，1987年より
ガスエンジン，1999年よりリン酸型燃料電池による発電
を実施している。発生する下水道バイオガスのうち，年
間約70％（約1.2×106,3）を燃料として利用し，さらに
ガスエンジンにより約２２×106kWh，リン酸型燃料電池
により約1.5×106ｋＷｈを発電している。発電した電気は
当センターの消費電力の約80％を賄っている。下水道
バイオガスを発電に利用するときの諸元を表１２に示す。
下水道バイオガスの成分は，CH4が約60％，CO2が約
40％で，その他にH2S，シロキサンなどの不純物を含む。
下水道バイオガスのその他の活用方法としては，ガス
エンジンの燃料としての利用が挙げられるが，従来の脱
硫処理では，Ｈ２Ｓ以外の不純物を除去できないため，維
持管理や経済性がネックとなり，活用が進んでいなかっ
た。
消化ガスの精製方法には，膜分離法，吸着法，薬品洗
表１２消化ガスを発電に利用するときの試算の諸元
浄法等がある。
２）自動車燃料としての活用
天然ガス自動車は，従来の自動車の構造で燃料系統だ
けが異なり，石油代替エネルギーである天然ガスを燃料
にできる。天然ガス自動車は，光化学スモッグ．酸性雨
などの環境汚染を招く窒素酸化物NOxの排出量が少な
く，硫黄酸化物SOxは全く排出量しない。また，CO2の
排出量もガソリン車よりも２０～30％少ない代表的な低
公害車である。
天然ガス自動車の燃料には，通常，都市ガス１３Ａが
使用されている。都市ガスはCH4を主成分とするが，
発熱量の高いプロパンやブタン等の成分も含んでいる。
神戸市では，天然ガス自動車燃料用のガスに精製した
下水道バイオガスを用いている。これは，下水道バイオ
ガスの圧力をＯ９ＭＰａ（９気圧）まで昇圧し，処理水と
接触させ,ガス中の不純物を水に溶解させることにより，
CH4濃度を高める方法である。表１３および１４に精製し
た下水道バイオガスの分析結果を示す。精製した下水
表１３神戸市の消化ガス分析結果
ＣＨ％Ｃ０％０％Ｎ９ｂＨＳ９ｂ 露点℃
竹内恭三：消化ガス「バイオ天然ガス」化と天然ガス自動車燃料としての活用、月刊下水道、VOL29、ＮＯ２、pp26-21、２００６
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表１４神戸市の消化ガスシロキサン分析結果（単位：ｍｇＮｍ）
0.006
＜0.005
２４
＜0.005精製装置入ロ精製装置出口
化と天然ガス自動車燃料としての活用、月刊竹内恭三：消化ガス「バイオ天然ガス」
下水道、VoL29、ＮＯ２、ｐｐ,26-29,2006
の下水の処理に伴って発生する汚泥量である28)。
この炭化炉によって，従来の焼却炉に比べてＧＨＧを
約３７０００tCO2･ｙ１と大幅に削減できると東京都は試算
している。これほど大幅に削減できるのは，汚泥炭化工
程でＮを含んだ熱分解ガスを950℃の高温で燃焼するこ
とから，Ｎ２Ｏの発生を大幅に抑制できることが主な理由
である29)。＿方，発電所での燃料削減によるCO2排出
量削減は6700tCO2・ｙ１と電力会社は試算している。
炭化は焼却に比べて,Ｎ２０の発生量が少なく，脱水ケー
キ１t当り422ｋｇCO2の削減になると見積もられている。
これは,焼却施設の高温焼却によるＮ２０削減に比べても，
GHGの削減効果がある。
高温炭化の温度は800°Ｃ以上である。この炭化物は木
炭と同程度に比表面積が大きく，細孔容積が大きいとい
う特徴があり，土壌改良材や脱水助剤等の多用途での利
用が可能である。また，この炭化物は無臭であり，発熱
量は3000kcal･kg1程度である。
低温炭化は炭化温度500℃以下での炭化である。低温
炭化により，燃料価値の高い高発熱量の炭化汚泥を製造
するとともにＧＨＧの排出削減，さらなる建設費．維持
管理費の低減を目指している。現在のところ，臭気等を
抑制したうえで，低温炭化汚泥の発熱量を高温炭化汚泥
に比べて，500～１０００kcal．kg~'高くすることに成功して
いる30)。
道バイオガスは，CH4の純度が高いため，都市ガス１３Ａ
と比較すると熱量が若干低い（都市ガス１３Ａ：約11
000kcal･Ｎｍ３，精製した天然ガス：９４００kcal･Ｎｍ~3）程
度である。
自動車による試験の結果，精製した下水道バイオガス
は排出ガス規制値を満たしており，都市ガスとほぼ同等
の結果が得られた。また，大型バスのエンジン出力試験
では，精製した下水道バイオガスは都市ガスとほとんど
差が見られなかった27)。
①天然ガス自動車への燃料利用例（神戸市，京都市）
下水道バイオガスは精製することにより，天然ガス自
動車の燃料としてそのまま使用することが可能である。
神戸市東灘処理場において，精製後の下水道バイオガス
を年間約700×103,3（乗用車700台分）供給する計画で
ある。
京都市では，下水道バイオガスを天然ガス自動車の燃
料として供給し，CO2を1200tCO2･ｙ１削減している。
②都市ガスエ場への供給事例（金沢市）
下水道パイオガスを精製し（CH4：９０％)，隣接する
都市ガスエ場へ供給している。都市ガスへの混入率は約
1％である。
（３）汚泥炭化
炭化法は下水汚泥から木炭に似た炭化物を製造するこ
とを目標に開発されたものである。東京都下水道局が
行っている汚泥炭化は，汚泥炭化装置により製造した下
水汚泥の炭化物を，日本で初めて火力発電所での石炭の
代替燃料として利用するものである（常磐共同勿来発
電所)。施設規模は300t．。’（脱水汚泥ベース）であり，
約２７t･ｄ１の炭化物を製造することができる（図8)。
100万ｋＷ級の石炭火力発電所での受け入れ可能量は，
炭化汚泥を石炭に１％（重量比）混焼すると，脱水ケー
キ１日１０００t程度に相当する。この量は約３００万人分
（４）下水汚泥の固形燃料化
この技術は，熱エネルギーの利用・回収技術と下水汚
泥を熱媒油を介した間接加熱方式と，粒状の下水汚泥を
伝熱盤上で転がしながらの乾燥造粒技術とを組み合わせ
て（図９)，下水汚泥を低水分（含水率５～10％）にまで
⑭
、謹媒iＬ脱水汚泥一乾燥機一一炭化炉－－炭化物
ｌ’
〆￣、
都補
蝋一燃焼炉
ﾄﾞガスス料
、.／
図８汚泥炭化工程のイメージ
板屋芳治：下水道施設における地球温暖化対策の進捗状況とその効果，
月刊下水道，VbL31,No.８，pp､11-15,2008,図－３より作成
図９下水汚泥の固形燃料化
清水俊昭:地球温暖化とLOTUSプロジェクト,月刊下水道,VbL31,No.８，
pp・’6-24.2008,図－３より作成，－部変更
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乾燥し，粒状の固形燃料を製造する方法である｡その特
徴を以下に示す31)。
①下水汚泥を乾燥することにより,発熱量が高く燃焼
性の良い燃料を製造する方法である
②造粒等の対策を講じることにより，貯蔵，運搬を安
全に行うことができる
③下水汚泥固形燃料はカーボンニュートラルであるの
で,発電所等で石炭の代替燃料として使用することによ
り，CO2排出量の削減が図れろ
④下水汚泥燃料化システムは従来の汚泥焼却処理と比
べ，温室効果の高いＮｈＯの発生を大幅に削減する
ことができる
⑤下水汚泥固形燃料の利用先は電力事業者等であるの
で，長期間の安定した利用が可能となる32)。
この方法の他に，脱水汚泥を廃食用油等に投入し，減
圧．加熱の条件で水分を蒸発させる方式で得られるもの
であり，得られた乾燥物は油を約３０％含む。発熱量は
約24ＭJ.kg~’（5700kcal・kg1）である。
表１５に下水汚泥の固形燃料化物の特性を示す｡これ
によるＧＨＧ削減を表１６に示す。
バイオマスを燃焼することにより放出されるCO2は,
生物の成長過程で，大気中から光合成により吸収した
CO2であることから，バイオマスは大気中のCO2濃度
を増加させないため，「カーボンニュートラルあるいは
カーボンイナート」と呼ばれている。すなわち，バイオ
マス燃料を石油や石炭などの化石燃料の代替燃料として
使用すれば，ＧＨＧの排出抑制に寄与することになる｡
（５）下水汚泥とバイオマスの混合消化処理
余剰汚泥の超音波処理による汚泥の可溶化法は，濃縮
余剰汚泥をキャビテーションにより可溶化し下水汚泥以
外のバイオマスとの混合消化により，消化ガス発生量を
増やそうとするものである。超音波処理により，汚泥の
消化効率が向上するため，既設消化槽の能力に余裕が生
じ，生ごみ投入に伴う有機物負荷増加への対応能力が向
上する。また，水処理工程における高度処理の普及に伴
い余剰汚泥発生量の増加が予想されるため，超音波処理
による固形物減少効果が汚泥発生量の抑制に寄与すると
期待される。
生ごみ投入に伴い消化ガス発生量が増加し，消化ガス
量が多くなり，かつ生ごみの処理費用をシステムの収入
とみなすことにより，処理コストの低減が可能となる。
また，場外から有機物を持ち込むことにより，下水処理
場のエネルギー自給率が向上し，場外からの電力の供給
を低減でき，CO2排出量が削減される33)。
この処理方式は，生ごみ等のバイオマスと初沈汚泥，
超音波で可溶化した余剰汚泥とを消化槽で混合消化する
ことにより，下水汚泥単独よりも消化ガス発生量を増加
させるものである（図１０)28)。生ごみ等と混合消化で消
化ガスの発生量が増加するのは，表１７に示すように，
●福岡県事例：乾燥物を松浦火力発電所に供給
表１５下水汚泥の固形燃料化物の特性
乾燥汚泥炭化汚泥油温乾燥汚泥標準石炭
発熱量単位：kcalkg-1
劇寛新聞、2006.7.19
表１６下水汚泥の固形燃料化による地球温暖化ガスの削減
（単位：kgCO2.ｙ-1）
ＦＤ〕
消化ガス未利用ｌ消化カス利用 表１７下水汚泥および生ごみの消化ガスへの転機
下水道技術開発プロジェクト（SPIRIml）委員会：下水汚泥とバイオ
マスの同時処理によるエネルギー回収技術に係わる技術評価書、２００７
表4-1より作成（www・jiwet・jp/spirit21/LOUTUS/Pdf7LOUTUSasscssment4、
pdf）
脱水汚泥50t･d-1の規模で試算
清水俊昭：地球温暖化とLOTUSプロジェクト、月刊下水道、VoL31、
No.８，ppl6-24、２００８
電力
(場内利用）股目」題 俔埠。「.、栞
脱水汚泥
(場外処分）
図１０下水汚泥とバイオマスの混合消化処理
清水俊昭:地球温暖化とLOTUSプロジェクト，月刊下水道，VbL31,No.8,pp､16-24.2008,図－６より作成，一部変更
汚泥 炭化汚 油温乾燥汚 標準石
発熱量
水分％
灰分％
かさ比重
臭気
自已発熱
特性
３０００～４５００
約５
約３０
約0.6
大
中
２３００～３５００
約５
約５０
約0.4
なし
大
５５００～６０００
約３
約2０
約
中
大
６２００
2０
約
なし
項目 流動焼却炉 下水汚泥の 司形燃聡化ガ
電力消費
燃料消費
N20発生
メタンガス発生
合計
CＤ２削減量
１９２０
５９４２
1４１８３
3８
2２０８３
１１５０
1０８２６
、４
0
1１９８０
１０１０３
巧０４０畷迦
０
１ｍ
１
下水汚泥の消化ガス転換量
生ごみの消化ガス転換量
下水汚泥の消化率
生ごみの消化率
0.569N、３．kg投入VＳ（平均値）
0.772N、３．kg投入VＳ（平均値）
54.49iｂ（平均値）
79.0％（平均値）
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表２０乾燥汚泥肥料含有量試験結果表１８下水汚泥とバイオマスの混合消化処理による地球温暖
化ガスの消滅（単位：ｋｇＣＯ２ｙ１） 言｜含有量(平均）
可溶化処理
なし
可溶化処理
あり
流入水量42000ｍ3..-1の規模、下水汚泥単独で消化する場合と
20t･d-1の生ごみとを混合消化する場合の比較
清水俊昭：地球温暖化とLOTUSプロジェクト、月刊下水道、Vol31,
Ｎ0.8、ppl6-24、２００８
美谷喜久男：珠洲・バイオマスエネルギー
推進プラン、月刊下水道、Ｖ01.32、No.８，
ppl2-16、２００９
珠洲市では，下水汚泥，生し尿，生ゴミ等を別々の施
設で処理しており，その維持管理費の増大は，今後の大
きな課題となっていた。
珠洲市の廃棄物処理の現状を考慮し，以下の目的でバ
イオマス施設の検討を行った。
①別々の施設を建設せず，混合処理施設として廃棄物
処理を集約する
②化石燃料を極力用いず，発生したガス（カーボン
ニュートラルなガス）を燃料とし，ＧＨＧ排出量の
減量化を図る
③リサイクルを目標に，発生したガスを処理，残置は
肥料として有効に使う
以上の四点から，珠洲市浄化センターにおいて，有機
性廃棄物（下水汚泥・農業集落排水施設汚泥・浄化槽汚
泥・生し尿）に加え，事業系廃棄物（生ゴミ）を集約混
合処理（メタン発酵）し，発生したバイオガスをエネル
ギーとして処理場内で全て活用するとともに，処理残濱
を乾燥肥料として有効利用することを計画し，実行して
いる。表２０に乾燥肥料の含有量試験結果を示す。この
乾燥汚泥は全国的な一般値と比較すると，ＮやPO4の
含有量が高いものとなっている。また，幼植物試験を実
施し十分に肥効性が確認され，植物への発芽障害も認め
られなかった。野菜，果樹，植林等の肥料として広く地
域の緑農地に還元されている34)。
地球環境保全に寄与するこの技術の特徴を次のように
整理した
①地球温暖化防止を考慮した計画：有機系廃棄物を集
約処理し，発生した消化ガスをエネルギーとして利
活用する
②可溶化処理施設の設置：生ゴミに含まれる油脂分の
分解促進（分散防止)，流動性の向上，加水分解の
促進を目的として可溶化処理を行い，メタン発酵の
効率化を図る
③複合メタン発酵の相乗効果：室内実験での混合処理
で,各種バイオマスを単独で発酵した場合に比べ,消化
率・発生ガス量とも良好な結果が得られており,複合メ
タン発酵処理の相乗効果が期待できる
生ごみ等のバイオマスは，下水汚泥（特に，余剰汚泥）
に比べて消化ガス転換率および消化率が高いためであ
る。
１）地球温暖化防止効果
流入水量42000ｍ３．．１の規模において，下水汚泥の
みを単独で消化する場合と２０t･ｄ１の生ごみと下水汚泥
とを混合消化する場合のＧＨＧ排出量を試算した。その
結果，生ごみとの混合消化によって，下水汚泥の単独消
化の場合と比較して，約1800ｔCO2･ylのＧＨＧ排出量
の削減が期待できることが分かった（表１８)。また，こ
の場合，年間で約500万ｋＷｈの電力消費量が削減され，
下水処理場の電力自給率は７０％となることが期待され
る28)。
２）発電電力量
流入水量42000～200000ｍ3..-1の処理場規模毎に処
理場群を設定し，処理場群に含まれる処理場数，平均消
費電力，既設消化槽へ20t･ｄ１の生ごみを投入する場合
の電力自給率（平均電力消費量における発電電力量）を
表１９に示す。この時の仮定条件を表１２に示す。このシ
ステムを導入することにより，下水処理場の電力自給率
は約４０～70％になる。
３）石川県珠洲市の事例
石川県能登半島にある珠洲市は，周辺を海で囲まれた
面積247km2で人口２万人未満の市である。
表１９処理場群の規模と電力自給率
下水道技術開発プロジェクト（SPIRIT21）委員会：下水汚泥資
源・先端技術誘導プロジェクト、2007.3,表5-1より作成（www，
jiwctjp/Spirit21/LOTUS/PDF/LOTUSasscsncnt4pdf）
項目 含有量（平均
含水率
０Ｎ比
炭素全量
窒素全量
リン酸全量
カリ全量
石灰全量
銅全量
亜鉛全量
23.0％
7.0
30.7％ｗＣｔ
4.9％ｗｅｔ
4.8％ｗｅｔ
0.4％ｗｅｔ
6.1％ｗｅｔ
230mg･kg-1wct
745m9.kｇ -１ ＷＣｔ
項目 下水汚泥の単独消化
バイオマスとの混合消化
電力消費
水処理工程の負荷
薬品使用量増加
消化ガス有効利用
合計
ＣＯ２削減量
87.9
188
0
0
275.9
276
188
67.3
－２０９５
－１５６３．７
１８３９．６
319
188
58.9
－２１２９
－１５６３．１
１８３９．０
処理場群の流入水量
ｍ3..-1 4２０００ 7００００ 1３００００ 2０００００
処理場の流入水量
ｍ3..-1
42060～
5９９４４
60250～
９８婚８
101142～
1５９９１１ 176642～
処理場数
個所 2３ 2２ 2１ 1７
処理場の平均消費電力
103kWh．y-1.個所~’ ７９１６ 1１２９１ 2００８８ 4５１７０
発電電力量
103kWh．y-1.個所~’ ５４５５ ７３４０ 1１５３８ 1６２８３
電力自給率
％ 70.0 66.3 58.8 37.0
国士舘大学理工学部紀要第３号（2010）1８
熱水
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浄化槽汚泥 笙袋詰機■
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Ｖ呈合槽÷濃縮機」2匹－＞既詔水肌Jgl旅詔下水汚泥
農業集落排水汚泥
図１１石１１|県珠洲市浄化センターバイオマスメタン発酵施設の概要
瀬戸谷義信:地球環境の保全に寄与するバイオマス施設の開発一全国初，生ごみと生活排水施設汚泥との混合処理
月刊下水道，VbL29,No.2,pp､17-20.2006,図－２より作成，－部追加
表２１計画処理量（t･。'） ⑤メタン発酵設備
⑥バイオガス貯留・脱硫設備・加温設備・余剰ガス燃
焼バーナー
⑦脱水設備
⑧乾燥設備
曰平均｜日最大
１５．３
１０．５
８．１
７．６
１４
３２．９５１．５
既存のし尿処理施設では，乾燥・焼却方式を採用して
いたため，石油資源として年間約1000kＬの重油を使用
していたが，本施設の使用量実績は補助燃料の灯油が年
間約６０kＬ程度であり，石油資源使用量を大幅に削減
できた。年間排出されるCO2は238ｔと大きく削減でき
る34)。
*）混合厨芥、魚あら、水産加工残置
美谷喜久男：珠洲・バイオマスエネルギー推進プラン、
月刊下水道、Ｖ01.32、No.８，ppl2-16、2009、一部修正
④エネルギー発生量の向上：本施設のエネルギー発生
量は27.2kcal･kg1投入原料と，下水汚泥の単独メ
タン発酵処理に比べて４倍強と大幅に大きくなる
⑤廃棄物削減と循環型社会の形成：バイオマスエネル
ギーを利用して製造する乾燥汚泥は，地域での有機
性肥料として有効利用を計画している。その結果，
廃棄物の削減と循環型社会の形成に寄与することに
なる35)。
下水処理施設の概要（2005年度現在）
計画曰最大汚水量：7200ｍ３．．１
水処理方式：オキシデーションデッチ法
水処理系列数:全体４系列(既設２系列,将来２系列）
汚泥処理方式：重力濃縮→貯留→脱水（遠心脱水）
計画汚泥発牛量：0.848t･ｄ１
バイオマス施設の概要
2005年度のバイオマス施設の稼働時において処理対
象とする原料を表２１に示す。
バイオマス計画のメタン発酵施設は，次のように構成
されており，そのフローを図１１に示す。
①前処理設備（生し尿，浄化槽汚泥，生ごみ）
②汚泥濃縮設備（下水汚泥，浄化槽汚泥，農業集落排
水汚泥）
③可溶化設備（生ごみ）
④混合槽
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